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１ 総人口の分析  
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■ 熊本市の人口推移及び将来推計人口 

 

・2015（平成 27）年国勢調査に基づく最新の社人研による将来推計（以下、最新推計とする。）では、2010（平成 22）年国政調

査結果に基づく総合戦略策定時の同推計（以下、前回推計とする。）と比較して、本市の人口減少の幅が小さくなっている。 

・2040年における推計人口で比較すると、前回推計が約 65.9万人、最新推計が約 70.8万人となっている。  
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■ 熊本県内自治体の将来推計人口（2040年） 

 

・前回推計から最新推計にかけて県内 45市町村中 13市町村で人口が増加している一方で約７割の市町村で人口が減少している。  

最新推計
人口順位

市町村名
人口ビジョ
ン策定時

最新
推計値

増減 増減率
最新推計
人口順位

市町村名
人口ビジョ
ン策定時

最新
推計値

増減 増減率

1 熊本市 659,133 708,468 49,335 7.5% 24 甲佐町 7,854 8,065 211 2.7%

2 八代市 93,053 97,794 4,741 5.1% 25 錦町 7,977 8,003 26 0.3%

3 合志市 58,729 66,154 7,425 12.6% 26 氷川町 8,532 7,820 △ 712 -8.3%

4 天草市 51,912 51,651 △ 261 -0.5% 27 山都町 8,712 7,711 △ 1,001 -11.5%

5 玉名市 51,091 50,173 △ 918 -1.8% 28 西原村 6,912 6,080 △ 832 -12.0%

6 菊陽町 43,254 49,217 5,963 13.8% 29 南関町 6,865 6,055 △ 810 -11.8%

7 宇城市 47,602 46,124 △ 1,478 -3.1% 30 和水町 7,382 5,988 △ 1,394 -18.9%

8 荒尾市 43,827 39,776 △ 4,051 -9.2% 31 多良木町 6,172 5,772 △ 400 -6.5%

9 大津町 35,163 38,741 3,578 10.2% 32 美里町 6,562 5,728 △ 834 -12.7%

10 菊池市 37,851 36,717 △ 1,134 -3.0% 33 苓北町 5,073 4,453 △ 620 -12.2%

11 山鹿市 38,898 36,690 △ 2,208 -5.7% 34 小国町 4,504 4,176 △ 328 -7.3%

12 宇土市 30,600 31,010 410 1.3% 35 高森町 4,292 4,140 △ 152 -3.5%

13 益城町 28,131 28,772 641 2.3% 36 玉東町 4,112 3,727 △ 385 -9.4%

14 人吉市 23,608 23,658 50 0.2% 37 津奈木町 3,116 2,772 △ 344 -11.0%

15 阿蘇市 19,947 19,377 △ 570 -2.9% 38 南小国町 3,223 2,766 △ 457 -14.2%

16 水俣市 16,157 17,125 968 6.0% 39 相良村 2,911 2,415 △ 496 -17.0%

17 上天草市 17,189 14,226 △ 2,963 -17.2% 40 湯前町 2,510 2,182 △ 328 -13.1%

18 御船町 13,959 13,185 △ 774 -5.5% 41 山江村 2,664 2,033 △ 631 -23.7%

19 長洲町 11,953 11,407 △ 546 -4.6% 42 球磨村 2,044 1,711 △ 333 -16.3%

20 芦北町 11,268 9,898 △ 1,370 -12.2% 43 水上村 1,376 1,396 20 1.5%

21 あさぎり町 11,850 9,799 △ 2,051 -17.3% 44 産山村 1,032 943 △ 89 -8.6%

22 南阿蘇村 9,216 8,836 △ 380 -4.1% 45 五木村 505 465 △ 40 -7.9%

23 嘉島町 8,421 8,594 173 2.1% （出典）社人研推計より作成。
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■ 熊本市における人口ビジョン策定時と最新推計の推計人口の差（2040年） 

 

・ 最新推計を前回推計と比較すると、「0～24歳」の階層でより多くの増加が見られるが、これは近年の合計特殊出生率の伸びが影響

しているものと考えられる。 

・ 25歳以降の階層では、生残率もしくは純移動率が前回推計と比較して改善したため、90歳以上を除く各年齢階層で人口が増加した。 
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■ 熊本市の年齢 3区分別人口の割合 

    

・2040年における前回推計と最新推計を比較すると、年少人口の割合が 11.4％から 12.5％に、老年人口が 33.9％から 32.8％となっ

ており、年少人口の割合が増加し、老年人口の割合が減少している。 

・最新推計の生産年齢人口は、2015（平成 27）年の 458,056人から 2040年の 387,245人へ 70,811人（15.5％）減少する。 

・2040年には生産年齢人口 1.7人で 1人の高齢者を支えることになる。（2015（平成 27）年は 2.6人）  
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■ 熊本市の 2010年と 2040年の人口ピラミッドの比較 

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成。将来推計人口は社人研推計より作成。 

 

・2010年と 2040年の人口を比較してみると、男女ともに、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口が増加している。  
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■ 自然増減と社会増減の影響 

 

・2015（平成 27）年は、転出超過と自然増加数の減少から人口減少境界線の境を下回った。 

・2016（平成 28）年は、統計が残る 1950（昭和 25）年以降初めての自然減となった。 

・2017（平成 29）年は、自然減になったものの、それを超える転入超過となったことから人口減少境界線の境を上回った。 
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２ 自然動態の分析  
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■ 熊本市の出生数と合計特殊出生率の推移 

 

・本市の合計特殊出生率は、2005（平成 17）年の 1.34を底に、それ以降上昇傾向が続き、2015（平成 27）年に 1.56 まで回復した。

しかしながら、2016（平成 28）年には再び下落に転じ、直近の 2017（平成 29）年には 1.51となった。 

・合計特殊出生率については、1995（平成 7）年以降、県、市ともに一貫して全国平均を上回っている。  
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■ 熊本市における 15～49歳の女性の人口推計 

 

・本市における 15～49歳の女性の人口が 2015（平成 27）年には 162,073人であったが、2045年には 124,659人へ 37,414人減少す

ると推計されている。  
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■ 熊本市の出生数の推計 

 

・本市における出生数は、2015（平成 27）年に 7,062人であったが、2045年には 5,479人へ 1,583人減少する見込みである。  
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■ 熊本市の年齢別出生率の変化 

 

・ 2015（平成 27）年における年齢別の出生率は、1975（昭和 50）年と比較すると 20～29歳の出生率が低下する一方で、30～44歳の

出生率が上昇する、いわゆる晩産化の傾向となっている。 

・ 20～34歳の出生率について本市と全国を比較すると、1975（昭和 50）年は本市が全国を下回っていたが、2015（平成 27）年は全国

を上回った。 
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■ 熊本市と全国の平均初婚年齢の推移 

 

・本市の平均初婚年齢は、全国の傾向と同様に男女とも上昇を続け、2010（平成 22）年には男性が 30.19歳、女性が 29.45歳となり

晩婚化が進んでいる状況。ただし、近年は頭打ちの傾向が見られる。 

・本市の女性の平均初婚年齢は、全国の平均を上回っていたが、2010（平成 22）年には、初めて全国平均を下回った。  
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■ 熊本市と全国の生涯未婚率の推移 

 

・ 本市における生涯未婚率は、全国の動きと同様、右片上がりで増加しており、未婚化の傾向が進んでいる。 

・ 本市における生涯未婚率は、男性は全国値よりも概ね低い水準で推移しているが、女性は全国値よりも高い水準で推移している。  
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■ 熊本市と全国の 20歳から 54歳の女性比率 

 

・本市と全国の 20歳から 54歳の全人口に占める女性比率を比較すると、すべての年齢階層において本市の女性比率が全国を上回

っている。  
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■ 妻の初婚年齢別完結出生児数の推移（全国） 

 

 ・初婚時の妻の年齢が高くなるほど、夫婦が最終的に持つ子どもの数が少なくなっている。 



- 17 - 

 

■ 各都道府県における合計特殊出生率と 20～49歳女性（配偶者あり）の就業率（2012年） 

 

・有業率と合計特殊出生率には相関関係がある。また、有業率、合計特殊出生率とも高いクラスターは地方部が、低いクラスター

は都市部となっている。 
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３ 社会動態の分析  
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■ 熊本市における県内・県外別転入転出数の推移 

 

・熊本市は、概ね県内からは転入超過、県外へは転出超過で推移している。 

・2016（平成 28）年は、特に県外への転出者が急増しており、これは熊本地震が要因であると考えられる。  
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■ 熊本市における社会増減数の推移 

 

・2017（平成 29）年には、3年連続で減少していた社会増減数が 560人の社会増となった。  
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■ 熊本市における 2017（平成 29）年男女・年齢階級別に見た社会動態の地域別状況  
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・転入・転出者の多い 15～24歳においては、男性で 208人、女性で 82人の転出超過となっており、男性の転出超過が顕著となって

いる。 

・主な転出超過先は、男性は関東、女性は関東、福岡県となっている。 

・主な転入超過元は、男女とも熊本県内の他市町村、福岡県を除く九州各県となっている。 
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■ 熊本市の男女年齢別社会増減の状況 

（出典）熊本市住民基本台帳移動データより作成 

 

 ・男性の 25～29歳の社会増減の状況は、2014（平成 26）年～2016（平成 28）年の間、転出超過で推移してきたが、2017（平成 29）

年は 93人の転入超過となった。  

男 性 （単位：人）

転入 転出 差引 転入 転出 差引 転入 転出 差引

H29 1,037 -1,021 16 2,298 -2,522 -224 2,083 -1,990 93

H28 991 -969 22 2,154 -2,454 -300 2,001 -2,033 -32

H27 977 -999 -22 2,166 -2,442 -276 2,068 -2,251 -183

H26 1,005 -1,005 0 2,061 -2,354 -293 2,084 -2,259 -175

女 性

転入 転出 差引 転入 転出 差引 転入 転出 差引

H29 686 -708 -22 2,061 -2,121 -60 1,933 -1,982 -49

H28 711 -707 4 2,022 -2,109 -87 1,906 -2,183 -277

H27 624 -651 -27 2,066 -2,030 36 1,946 -2,121 -175

H26 564 -641 -77 2,133 -1,980 153 1,989 -2,144 -155

１５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳

２５～２９歳２０～２４歳１５～１９歳
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４ 所得・就労形態等と家族形成の分析  
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■ 男性の年収別有配偶率（全国） 

 

・全国における男性の年収別有配偶率は、いずれの年齢層でも、概ね年収が高い人ほど配偶者のいる割合が高い傾向にある。  
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■ 男性の就労形態別有配偶率（全国） 

 

・全国における男性の正規と非正規の有配偶率を比較してみると、有配偶率は、20～39歳の全年齢層において、正規が高くなってお

り、年齢層が上がるに従って差が拡大する傾向にある。  
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■ 全国と熊本県の正規・非正規の雇用率 

（出典）「就業構造基本調査」（2019年）より作成 

 

・熊本県の正規の職員・従業員の割合は全国平均とほぼ同程度である 
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■ 雇用形態別収入別雇用者比率の比較 

（出典）「就業構造基本調査」（2019年）より作成。 

 

・熊本市と全国の正規と非正規の年収別雇用者比率を比較すると、正規、非正規とも熊本市が全国より収入が低い傾向にある。  
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■ 初任給額の比較（全国・熊本県・福岡県・東京都） 

（出典）平成 29年賃金構造基本統計調査より作成。  

 

・熊本県における大学卒と高校卒の初任給額を全国、東京都、福岡県と比較すると全てにおいて下回っている。  

（千円）

対全国 対全国 対全国

高校卒 162 148 △ 14 159 △ 3 173 11

大学卒 206 194 △ 12 201 △ 6 215 9

福岡県 東京都熊本県全国



- 33 - 

 

５ その他（人口のダム機能としての都市）  
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